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＜方法論 No.E006 Ver.8.0＞ 

 

「排熱回収・利用」（概要・適格性基準） 

プロジェク

ト概要 

ボイラー、ファンヒーター等にて放熱されている排熱を回収して供給水や供

給空気の予熱、発電等に利用することにより、従来利用されている化石燃料

や電力の消費量を削減するプロジェクトであり、適格性基準１～５を全て満

たすもの。 

適格性基準 

条件１：排熱を回収すること 

条件２：既設の熱利用設備（ボイラー、ファンヒーター等）において熱源と

して使用される化石燃料や電力が削減されること、あるいは既存の

電力消費設備において消費される系統電力が削減されること 

・ 既存熱利用設備の更新時に、排熱回収装置が設置される場合は、本方

法論の対象とする。 

・ 新設される熱利用設備の一部として排熱回収装置が設置される場合は

対象外とする。 

条件３：排熱を回収するプロジェクト事業者が省エネルギー法第一種指定工

場等に該当する場合、合理化判断基準における省エネ措置に含まれ

る措置ではないこと 

条件４：排熱回収箇所、排熱利用箇所が特定でき、モニタリングできること 

・ 発電設備の場合は、発電量がモニタリングできること 

条件５：プロジェクトの採算性がない、又は他の選択肢と比べて採算性が低

いこと。例えば、投資回収年数が３年以上であること 

＜投資回収年数の計算方法例＞ 

             設備投資費用 

投資回収年数 = ―――――――――――――――――――――― 

        化石燃料や電力の削減量×価格－年間運転費用 

・設備導入への補助金等がある場合には、それらも算入すること 
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＜適格性基準の説明＞ 

条件１：排熱回収 

＜排熱を回収すること＞ 

排熱を回収・利用する取組は、製造業を中心として定着しつつある。しかしながら、例

えばボイラーで化石燃料を燃焼した際の排ガスは、利用されていない場合が多い。本方法

論では、熱源や工業プロセス等から放出され利用されていない廃熱を回収し利用するプロ

ジェクトを対象とする。 

 

条件２：代替される燃料・電力 

＜既設の熱利用設備において熱源として使用される化石燃料や電力が削減されること、あ

るいは既存の電力消費設備において消費される系統電力が削減されること＞ 

既設の熱利用設備における供給水、供給空気の予熱等に熱源として使用される化石燃料

や電力が、排熱の回収・利用によって削減されるプロジェクトを対象とする。既設の熱利

用設備が更新される際に、排熱回収・利用装置が装着されるようなプロジェクトも対象と

する。 

また、熱利用設備が排熱を放熱している設備そのものである場合（排熱を同一の熱源に

戻す場合）も対象とする。 

なお、新設ボイラー等の導入時に全体の設備投資の一部分として排熱回収・利用装置を

装着する場合については、対象外とする。 

 

消費されていた電力は系統電力のみを対象とし、自家発電等は対象としない。 

排熱を利用して発電するための設備については、新たに設置したものもプロジェクトの

対象とする。 
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本方法論で想定する排熱回収システムイメージとベースライン排出量算定のためのモニタ

リングポイント 

 

【図１ 熱利用設備が熱源設備と異なる場合】  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【図２ 熱利用設備が熱源設備と同一の場合】 
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【図３ 排熱利用による発電の場合】  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※図１、図２、図３のいずれにおいても、熱源設備の最大容量が設備更新によって、更新

前の熱源設備の最大容量を超える場合は、追加のモニタリング項目が必要となるため、

「5.1．ベースライン排出量」で示される補正式と「７．モニタリング」で示されるパラ

メータに注意すること。 

 

【図４ 既存のシステムに影響を与える場合（6.2 参照）】  

プロジェクト実施前から使用している別の排熱回収システムに影響するなど、プロジェ

クトによって導入された排熱回収装置が別の箇所で排出増をもたらす可能性がある場合

には、その影響を排出削減量の算定に反映しなければならない。 

 

＜ベースラインの状況＞ 
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＜プロジェクトの状況＞ 
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条件３：省エネルギー法との関連 

＜省エネルギー法第一種指定工場等において、合理化判断基準における省エネ措置に含ま

れる措置ではないこと＞ 

省エネルギー法（エネルギーの使用の合理化に関する法律）では、原油換算で年間 3,000kl

以上のエネルギーを使用する事業者を第一種エネルギー管理指定工場等として指定し、廃

熱の回収利用を含むエネルギーの使用の合理化、合理化目標の設定、及び当該目標を達成

するために計画的に取り組むべき措置を行うことと定めている。 

「工場等におけるエネルギーの使用の合理化に関する事業者の判断の基準」では、ボイ

ラーからの廃熱回収の基準として、廃ガス温度が基準廃ガス温度を超過する場合には廃熱

利用の措置を講ずることとされている。 

本法を考慮し、省エネルギー法第一種指定工場等において、次ページの「別表第２（A）

基準廃ガス温度及び基準排熱回収率」に示された基準値を超える廃ガスの排熱回収を行お

うとする場合には、省エネ法の法令順守範囲であると判断されるため、対象外とする。 
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出典：工場等におけるエネルギーの使用の合理化に関する事業者の判断の基準 

( 平成 21年 3 月 31日 経済産業省告示第 66号) 1 

 

 

                                                   
1 http://www.eccj.or.jp/law06/pdf/topics_080801_handankijyun.pdf 

http://www.eccj.or.jp/law06/pdf/topics_080801_handankijyun.pdf
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条件４：バウンダリ 

＜排熱回収箇所、排熱利用箇所が特定でき、モニタリングできること＞ 

回収した排熱を外部に供給したり、外部で回収された排熱の供給を受けたりすることも

考えられるが、排熱であるため供給箇所と利用箇所の距離が近いこと、及び、供給と利用

の双方のモニタリングが必要であることを考慮して、排熱供給箇所と排熱利用箇所が特定

できるプロジェクトに限定することとする。なお、例えば隣接する複数施設を対象とする

プロジェクトを排除するものではない。 

排熱による発電の場合は、発電設備は特定でき、その発電設備で発電した量がモニタリ

ング可能でなければならない。 

 

条件５：経済性評価 

＜採算性がない又は低い＞ 

プロジェクト事業者の経済メリット（収益）が大きい場合、本制度がなくとも排熱の回

収・利用は行われると想定される。したがって、プロジェクトの採算性がない、又は他の

選択肢と比べて採算性が低いことを条件とする。 

具体的には、設備投資を行う企業における投資回収年数が 3 年以上であることなどが証

明できれば対象とする。 
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排熱回収・利用に関する方法論 詳細                           

 

 

１．対象プロジェクト  

本方法論は、排熱を回収し利用するプロジェクトであり、適格性基準を全て満たすプロ

ジェクトが対象である。 

 

 

２．ベースラインシナリオ 

 既存の熱源設備や生産プロセス等からの排熱が回収・利用されず、既存の熱利用設

備（ボイラーを熱源として利用した温水器、ファンヒーター等）や電力消費設備が

従来のまま使われ続けることをベースラインとする 

 

 

３．排出削減量の算定で考慮すべき温室効果ガス排出活動 

 排出活動 
温室効

果ガス 
説明 

ベースライ

ン排出量 

既存の熱源設

備における化

石燃料や電力

の消費 

CO2 
既存の熱源設備の運転により化石燃料や電

力が消費され、CO2が排出される。 

既存の電力消

費設備におけ

る系統電力の

消費 

CO2 
既存の電力消費設備の運転により系統電力

が消費され、CO2が排出される。 

プロジェク

ト排出量 

排熱回収装置

の稼働 
CO2 

排熱回収を行う場合、排熱回収装置を稼動

させるために化石燃料や電力が消費され、

CO2が排出される。 

既設の排熱回

収システム等

（影響を受け

るシステム）

における 

エネルギーの

追加消費 

CO2 

プロジェクトによって新たに導入される排

熱回収装置が、プロジェクト実施前から使

用している既設の排熱回収システム等に影

響を与えるなど、別の箇所で排出増をもた

らす可能性がある場合には、追加的に化石

燃料や電力が消費され、CO2が排出される。 

 

 

４．排出削減量の算定 

ERy＝BEy ï PE回,y ï PAEPJ 

ERy 年間の温室効果ガス排出削減量（tCO2/年） 

BEy 排熱回収を行わなかった場合に、消費されていたと考えられる化石燃料

や電力起源の年間 CO2排出量（tCO2/年）：ベースライン排出量 

PE回,y プロジェクトにおいて、排熱回収装置の稼動で化石燃料や電力が消費さ

れることに伴う年間の CO2排出量（tCO2/年） 

PAEPJ 既設の排熱回収システム等におけるエネルギーの追加消費（tCO2/年） 
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５．ベースライン排出量の算定 

 

5.1．ベースライン排出量 

5.1.1．排熱を回収し熱のまま利用する場合 

BEy＝ BE 電,y ＋ BE ボ,化,y  

BEy  排熱回収を行わなかった場合に、消費されていたと考えられる化石燃料

起源の年間 CO2排出量（tCO2/年）：ベースライン排出量 

BE 電,y  排熱回収を行わなかった場合に、消費されていたと考えられる電力に伴

う年間 CO2排出量（tCO2/年）  

BE ボ,化,y  排熱回収を行わなかった場合に、消費されていたと考えられる化石燃料

に伴う年間 CO2排出量（tCO2/年） 

 

BE 電,y＝ HC 回,y × CH 電 × CEF電,y 

BE 電,y 排熱回収を行わなかった場合に、消費されていたと考えられる電力に伴

う年間 CO2排出量（tCO2/年）：ベースライン排出量 

HC 回,y 熱利用設備で利用された年間利用熱量（GJ-利用熱量/年） 

CH 電 既設の熱利用設備における、利用熱量あたりの電力消費量（MWh / GJ-

利用熱量） 

CEF電,y 当該電力の CO2排出係数（tCO2/MWh） 

 

BE ボ,化,y＝ HC 回,y × CH 化 ×CV ボ,化×CEFボ,化 

BE ボ,化,y 排熱回収を行わなかった場合に、消費されていたと考えられる化石燃料

に伴う年間 CO2排出量（tCO2/年）：ベースライン排出量 

HC 回,y 熱利用設備で利用された年間利用熱量（GJ-利用熱量/年） 

CH 化 既設の熱利用設備における、利用熱量あたりの化石燃料消費量（kǎ-化/ 

GJ-利用熱量 又は t-化/ GJ-利用熱量） 

CV ボ,化 化石燃料の単位発熱量（GJ/t or GJ/kǎ） 

CEFボ,化 化石燃料の CO2排出係数（tCO2/GJ） 

 

※発熱量の表記方法には「高位発熱量2」と「低位発熱量3」の２通りがある。排出削

減量の算定に用いる単位発熱量、排出係数、ボイラー効率については、高位又は

低位のいずれかで統一すること。本方法論で用いるパラメータの高位又は低位の

区分については、下記の通りである。 

・別紙4に示す化石燃料の単位発熱量、排出係数のデフォルト値：高位発熱量 

・カタログ等に示されるボイラー効率：低位発熱量（通常） 

 

なお、換算が必要な場合には、以下の換算方法を用いること： 

 石炭、石油  ： 低位発熱量 ＝ 高位発熱量 × ０．９５ 

 天然ガス   ： 低位発熱量 ＝ 高位発熱量 × ０．９０ 

 

※プロジェクトの実施に際して熱源設備の容量が増加する場合、CO2 排出総量が増

加する可能性がある。したがって、過大な J-VER 発行を防止するため、必要に応

じてベースライン排出量に対する補正を行わなければならない。 

                                                   
2 燃焼によって生成した水がすべて凝縮した場合の発熱量であって、水蒸気の凝縮の潜熱（25℃で 2．

44MJ/kg）を加算した値。 
3 高位発熱量より水蒸気の凝縮潜熱を差し引いた値。 
4 「オフセット・クレジット（J-VER）制度における温室効果ガス算定用デフォルト値一覧」を参照。 
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① プロジェクト実施後に、熱源設備で生成された熱量（HGpj,y）が「既存熱源設

を最大容量で稼働させた場合の熱供給量（CAPBL × hPJ,y× 単位変換係数）」※

と同等あるいは下回ったことが示される場合には、補正の必要はない。 

 

HG PJ,y ≦ CAPBL × hPJ,y × 単位変換係数 

HG PJ,y プロジェクトで使用する熱源設備で生成された熱量（GJ/年） 

※生成された熱量の直接計測、またはプロジェクト実施後の「化

石燃料消費量×単位発熱量×エネルギー消費効率」あるいは「電

力消費量×単位変換係数」による算定によって求める。 

CAPBL プロジェクトがなければ使用されていた熱源設備の設備容量カタ

ログ値（MW または t/h） 

hPJ,y プロジェクトでの熱源設備稼働時間（時間/年） 

変換係数 3.6 GJ / MWh または 2.257 GJ/t（基準蒸気の蒸発熱） 

 

プロジェクト実施後に熱源設備で生成された熱量（HGPJ,y）が「既存熱源設備を最

大容量で稼働させた場合の熱供給量（CAPBL × hPJ,y× 単位変換係数）」※を上回った

場合には、プロジェクトでの生成熱量は既存熱源の最大熱供給量を上限（HGPJ,y

＝CAPBL × hPJ,y× 単位変換係数）とする。 

プロジェクト排出量がベースライン排出量を上回った分は、その差分を排出削減

量から差し引く必要がある。なお、クレジット期間中のプロジェクト排出量とベ

ースライン排出量の差分が、同じクレジット期間中の排出削減量の合計を上回る

場合は、当該期間の排出削減量はゼロとみなす。 

 

HG PJ,y >  CAPBL × hPJ,y × 単位変換係数 

HG PJ,y プロジェクトで使用する熱源設備で生成された熱量（GJ/年） 

※生成された熱量の直接計測、またはプロジェクト実施後の「化

石燃料消費量×単位発熱量×エネルギー消費効率」あるいは「電

力消費量×単位変換係数」による算定によって求める。 

CAPBL プロジェクトがなければ使用されていた熱源設備の設備容量カタ

ログ値（MW または t/h） 

hPJ,y プロジェクトでの熱源設備稼働時間（時間/年） 

変換係数 3.6 GJ / MWh または 2.257 GJ/t（基準蒸気の蒸発熱） 

  

※「既存熱源設備を最大容量で稼働させた場合の熱供給量（CAPBL × hPJ,y × 単位

変換係数）」とは、プロジェクトが実施されていなければ継続して使用されてい

た既存の熱源設備が、プロジェクト実施後の熱源設備の稼働時間と同じ時間に、

その機能を最大限に活かして生成していたと想定される熱量を表している。 

 

②プロジェクト実施時の稼働時間が把握できない場合には、プロジェクトがなけれ

ば使用されていた熱（温水、蒸気）供給のための化石燃料由来の年間ベースライ

ン排出量（BE 化,y）を、設備容量比率で補正しなければならない。 
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BE 化,y（補正後） ＝ BE 化,y（補正前） × （ CAPBL / CAPPJ ） 

CAPBL プロジェクトがなければ使用されていた熱源設備の設備容量カタ

ログ値（MW または t/h） 

CAPPJ プロジェクトで導入された熱源設備の容量カタログ値（MW また

は t/h） 

 

5.1.1.1 利用された排熱の熱量 

H 回,y＝（T 回,出,y－T 回,入,y）×V 回,y×S 被×C 被÷1000 

H 回,y 熱利用設備で利用された年間利用熱量（GJ-利用熱量/ 年） 

T 回,入,y 排熱回収装置に流入する流体（図１）または熱源設備に流入する流体（図

２）の平均温度（℃） ･･･ 3 ページ図の①または⑧ 

T 回,出,y 排熱回収装置から流出する流体（図１）または回収される流体と合流す

る前の流体（図２）の平均温度（℃） ･･･ 同②または⑦ 

V 回,y 排熱回収装置における流体（図１）または熱源設備に流入する流体（図

２）の流量（㎥- 流体） ･･･ 同③または⑨ 

S 被 流体の比重（t-流体/㎥） 

C 被 流体の比熱容量（MJ-流体/t-流体･℃） 

 

5.1.1.2 利用された排熱熱量あたりの電力消費削減量 

CH 電＝PEC電,y ／ 〔（T 温,出,y－T 温,入,y）×V 温,y×S 被×C 被÷1000〕 ･･･ （１）式 

CH 電 既設の熱利用設備における、利用熱量あたりの電力消費量（MWh/ GJ-

利用熱量） 

PEC電,y ファンヒーター等の熱源設備で使用された電力消費量（MWh/年） 

      ※排熱回収装置から流出する流体を加熱する熱利用設備以外の設備に

おける熱源も兼ねている場合は、それら複数の設備での蒸気量の割合

等を用い、それら複数の設備の間で電力消費量を按分すること。 

T 温,入,y 熱利用設備に流入する被加熱流体の平均温度（℃）･･･ 3 ページ図の④

または⑧ 

T 温,出,y 熱利用設備から流出する被加熱流体の平均温度（℃）･･･ 同⑤または⑩ 

V 温,y 熱利用設備で加熱される被加熱流体の流量（㎥-被加熱流体）･･･ 同⑥ま

たは⑨ 

S 被 被加熱流体の比重（t-被加熱流体/㎥） 

C 被 被加熱流体の比熱容量（MJ-被加熱流体/t-被加熱流体･℃） 

 

5.1.1.3 利用された排熱熱量あたりの化石燃料使用削減量 

CH 化＝PFCボ,化,y ／ 〔（T 温,出,y－T 温,入,y）×V 温,y×S 被×C 被÷1000〕 ･･･ （２）式 

CH 化 既設の熱利用設備における、利用熱量あたりの化石燃料消費量（kǎ-化/ 

GJ-利用熱量 又は t-化/ GJ-利用熱量） 

PFCボ,化,y ボイラー等の熱源設備で使用された化石燃料消費量（kǎ/年 or t/年） 

      ※排熱回収装置から流出する流体を加熱する熱利用設備以外の設備に

おける熱源も兼ねている場合は、それら複数の設備での蒸気量の割合

等を用い、それら複数の設備の間で化石燃料消費量を按分すること。 

T 温,入,y 熱利用設備に流入する被加熱流体の平均温度（℃） ･･･ 3 ページ図の④

または⑧ 

T 温,出,y 熱利用設備から流出する被加熱流体の平均温度（℃） ･･･ 同⑤または

⑩ 
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V 温,y 熱利用設備で加熱される被加熱流体の流量（㎥-被加熱流体）･･･ 同⑥ま

たは⑨ 

S 被 被加熱流体の比重（t-被加熱流体/㎥） 

C 被 被加熱流体の比熱容量（MJ-被加熱流体/t-被加熱流体･℃） 

 

※ボイラー等の熱源設備が複数の設備の熱源を兼ねている場合において、それぞれの設

備での化石燃料消費量を測定することが困難な場合には、より保守的な排出量算定値

となることから、以下の式によって単位熱量当たりの想定化石燃料消費量を算定して

もよい。 

 

CH 化＝1／（CV ボ,化 × EFボ）                        ･･･ （３）式 

CH 化 既設の熱利用設備における、利用熱量あたりの化石燃料消費量（kǎ-化/ 

GJ-利用熱量 又は t-化/ GJ-利用熱量） 

CV ボ,化 化石燃料の単位発熱量（GJ/t or GJ/kǎ） 

EF ボ メーカー仕様として記載される熱源設備の熱交換効率（kJ-蒸気/kJ-化石

燃料） 

 

※上記 5.1.1.1 にて利用された熱量のモニタリングができない、かつ、上記 5.1.1.3 にて

メーカー仕様が不明の場合には、一般的な蒸気ボイラーの中で高い効率となる９０％

をデフォルト値として採用し、上記（３）式によって単位熱量当たりの想定化石燃料

消費量を算定すること。 

 

※上記 5.1.1.1 にて、使用する化石燃料が複数である場合には、ある化石燃料ｉについ

て、化石燃料の使用実績と単位発熱量から、ボイラー等が発生する熱量の按分割合（燃

料別貢献割合）を決定し、燃料別貢献割合にて利用熱量を按分、それぞれについて既

設の熱利用設備における、利用熱量あたりの化石燃料消費量（kǎ-化/ GJ-利用熱量 又

は t-化/ GJ-利用熱量）を求めること。 

 

CH 化ｉ＝Ɇｉ（PFCボ,化,ｉ,y ／ 〔（T 温,出,y－T 温,入,y）×V 温,y×S 被×C 被÷1000〕 

／燃料別貢献割合ｉ） 

 

燃料別貢献割合 ＝ PFCボ,化,ｉ,y × CV ボ,化,ｉ,y ／ Ɇｉ（PFCボ,化,ｉ,y × CV ボ,化,ｉ,y ） 

 

 

5.1.2．排熱を回収し発電して利用する場合 

BEy＝BE 電,y 

BEy  排熱回収を行わなかった場合に、消費されていたと考えられる化石燃料

や電力起源の年間 CO2排出量（tCO2/年）：ベースライン排出量 

BE 電,y  排熱回収と発電を行わなかった場合に、電力消費設備により消費されて

いたと考えられる系統電力起源の年間 CO2排出量（tCO2/年） 

 

BE 電,y＝PEG電,y× CEF電,y 

BE 電,y  排熱回収と発電を行わなかった場合に、電力消費設備により消費されて

いたと考えられる電力起源の年間 CO2排出量（tCO2/年） 

PEG電,y  排熱を回収し利用した発電機での年間発電量（MWh/年）･･･ 3 ページ図

の⑪ 

CEF電,y 当該電力の CO2排出係数（tCO2/MWh） 
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６．プロジェクト排出量の算定 
 

6.1．排熱回収装置の稼動による排出量の算定 

 

PE回,y = PE回,化,y＋PE回,電,y 

PE回,y プロジェクトにおいて、排熱回収装置5の稼動で化石燃料や電力が消費さ

れることに伴う年間の CO2排出量（tCO2/年） 

PE回,化,y プロジェクトにおいて、排熱回収装置の稼動で化石燃料が消費されるこ

とに伴う年間の CO2排出量（tCO2/年） 

PE回,電,y プロジェクトにおいて、排熱回収装置の稼動で電力が消費されることに

伴う年間の CO2排出量（tCO2/年） 

 

6.1.1化石燃料消費による排出量の算定 

PE回,化,y＝PFC回,化,y×CV 回,化×CEF回,化 

PE回,化,y プロジェクトにおいて、排熱回収装置の稼動で化石燃料が消費されるこ

とに伴う年間の CO2排出量（tCO2/年） 

PFC回,化,y 排熱回収装置の稼動による年間化石燃料消費量（kǎ/年 or t/年） 

CV 回,化 排熱回収装置の稼動に用いる化石燃料の単位発熱量（GJ/t or GJ/kǎ） 

CEF回,化 排熱回収装置の稼動に用いる化石燃料の CO2排出係数（tCO2/GJ） 

 

6.1.2電力消費によるプロジェクト排出量の算定 

PE回,電,y＝EC 回,y × CEF電,y 

PE回,電,y プロジェクトにおいて、排熱回収装置の稼動で電力が消費されることに

伴う年間の CO2排出量（tCO2/年） 

EC 回,y 排熱回収装置の稼動に伴う年間電力消費量（MWh/年） 

CEF電,y 当該電力の CO2排出係数（tCO2/MWh）  

 

 

6.2既設の排熱回収システム等（影響を受けるシステム）におけるエネルギーの追加消費 

プロジェクト実施前から使用している別の排熱回収システムに影響するなど、プロ

ジェクトによって導入された排熱回収装置が別の箇所で排出増をもたらす可能性が

ある場合には、その影響を排出削減量の算定に反映しなければならない。 

 

PAEPJ = PAE 電,y ＋ PAE ボ,化,y 

 

PAEPJ 既設の排熱回収システムにおけるエネルギーの追加消費（tCO2/年） 

 

PAE 電,y＝ AHC 回,y × ACH 電 × CEF電,y 

PAE 電,y 排熱回収を導入したことにより、既設の排熱回収システム等（影響を受

けるシステム）で追加的に消費されることとなった電力に伴う年間 CO2

排出量（tCO2/年） 

AHC 回,y 既設の排熱回収システム等（影響を受けるシステム）で利用できなくな

った年間熱量（GJ-利用熱量/年） 

ACH 電 既設の熱源設備における、既設の排熱回収システム等（影響を受けるシ

ステム）で利用できなくなった熱量あたりで消費される電力量（MWh / 

GJ-利用熱量） 

                                                   
5 排熱回収装置の付属装置（送水ポンプ、計測装置、それらに電力を供給する自家発電機等）を含む。 
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CEF電,y 当該電力の CO2排出係数（tCO2/MWh） 

 

PAE ボ,化,y＝ AHC 回,y × ACH 化 ×CV ボ,化×CEFボ,化 

PAE ボ,化,y 排熱回収を導入したことにより、既設の排熱回収システム等（影響を受

けるシステム）で追加的に消費されることとなった化石燃料に伴う年間

CO2排出量（tCO2/年） 

AHC 回,y 既設の排熱回収システム等（影響を受けるシステム）で利用できなくな

った年間熱量（GJ-利用熱量/年） 

ACH 化 既設の熱源設備における、既設の排熱回収システム等（影響を受けるシ

ステム）で利用できなくなった熱量あたりで消費される化石燃料量（kǎ-

化/ GJ-利用熱量 又は t-化/ GJ-利用熱量） 

CV ボ,化 化石燃料の単位発熱量（GJ/t or GJ/kǎ） 

CEFボ,化 化石燃料の CO2排出係数（tCO2/GJ） 

 

※ 詳細については、5.1.1に準じてモニタリング・算定すること 

 

※ 上記 6.2 のモニタリング・算定を行う代わりに、別の方法でのモニタリング・算

定を提案する場合には、その方法を採用する妥当性や保守性を説明しなければ

ならない。6
 

 

 

７．モニタリング（具体的なモニタリング方法及びここに掲げていないパラメータについ

ては、別途作成される「オフセット・クレジット（J-VER）モニタリング方法ガイドライン

（以下、MRG）」を参照のこと） 

 

モニタリングが必要なパラメータ、その測定方法例と測定頻度は、下表のとおりであ

る。計量器の校正頻度に関しては各メーカーの推奨に従うこと。 

なお、下表に記載した測定頻度を上回る頻度で測定した場合には、下記いずれかの方

法を選択する。 

① 測定した頻度毎に算定する 

② 下表に記載した測定頻度毎に平均値をとる 

 

＜化石燃料＞ 

化石燃料の消費量 

パラメータ PFCボ,化,y：ボイラー等熱源設備で 1 年間に使用された化石燃料の量 

（kǎ/年 or t/年） 

PFC回,化,y：排熱回収装置の稼動に 1 年間に使用された化石燃料の量（kǎ/

年 or t/年） 

測定方法例 固体燃料の場合：投入した重量を重量計によって把握する。 

液体･気体燃料の場合：当該期間の期初・期末の残量把握（給油計等の

計量器による）、及び給油単位毎の給油量把握（納品書等による）を

行い、当該期間で使用した化石燃料量を算出する。 

測定頻度 原則月１回以上 

                                                   
6 別法によるモニタリング・算定方法を採用する場合には、プロジェクト計画書 C.4.2「BLS に関連した

温室効果ガス排出源の特定」に、具体的にどのようなモニタリング・算定を行うのかを記述しなければ

ならない。（オフセット・クレジット（J-VER）制度方法論等に関する FAQ（排出削減方法論用）も参

照のこと） 
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MRG 該当項 2.1「燃料の使用」 

 

化石燃料の単位発熱量 

パラメータ CV ボ,化：ボイラー等熱源設備で使用された化石燃料の単位発熱量 

（GJ/tor GJ/kǎ） 

CV 回,化：排熱回収装置の稼動に用いる化石燃料の単位発熱量 

（GJ/tor GJ/kǎ） 

測定方法例 デフォルト値又は供給会社等による成分分析結果を適用する。または、

自ら JISに基づき測定する。なお、高位又は低位への換算が必要な場合

には、以下の換算方法を用いること。 

 石炭、石油 ： 低位発熱量 ＝ 高位発熱量 × ０．９５ 

 天然ガス  ： 低位発熱量 ＝ 高位発熱量 × ０．９０ 

デフォルト値を使用する場合は、「オフセット・クレジット（J-VER）

制度における温室効果ガス算定用デフォルト値一覧」に記載されている

単位発熱量を適用すること。 

測定頻度 固体燃料の場合：100t未満はデフォルト値を適用可能であり、必ずしも

測定する必要はない。100t以上は仕入れ単位毎に１回以上。 

液体・気体燃料の場合：デフォルト値を適用可能であり、必ずしも測定

する必要はない。都市ガスについては、供給会社による提供値を使用

可能であり、自ら測定する必要はない。 

MRG 該当項 2.1「燃料の使用」 

 

化石燃料の CO2排出係数 

パラメータ CEFボ,化：化石燃料の CO2排出係数（tCO2/GJ） 

CEF 回 ,化：排熱回収装置の稼動に用いる化石燃料の CO2 排出係数

（tCO2/GJ） 

測定方法例 デフォルト値又は供給会社等による成分分析結果を適用する。または、

自ら JISに基づき測定する。なお、高位又は低位への換算が必要な場合

には、以下の換算方法を用いること。 

 石炭、石油 ： 低位発熱量ベースの排出係数 ＝ 高位発熱量ベー

スの排出係数 ÷ ０．９５ 

 天然ガス  ： 低位発熱量ベースの排出係数 ＝ 高位発熱量ベー

スの排出係数 ÷ ０．９０ 

デフォルト値を使用する場合は、「オフセット・クレジット（J-VER）

制度における温室効果ガス算定用デフォルト値一覧」に記載されてい

る排出係数を適用すること。 

測定頻度 固体燃料の場合：100t未満はデフォルト値を適用可能であり、必ずしも

測定する必要はない。100t以上は仕入れ単位毎に１回以上。 

液体・気体燃料の場合：デフォルト値を適用可能であり、必ずしも測定

する必要はない。 

MRG 該当項 2.1「燃料の使用」 

 

 

＜電力＞ 

電力の消費量 

パラメータ PEC電,y：ファンヒーター等の熱源設備で使用された電力消費量（MWh/

年） 
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EC 回,y：排熱回収装置の稼動に伴う年間電力消費量（MWh/年） 

測定方法例 購入伝票を使用する。又は、計量器（電力量計等）を用いて測定する。 

測定頻度 原則月１回以上 

MRG 該当項 2.2「電力の使用」 

 

発電量 

パラメータ PEG電,y：排熱を回収し利用した発電機での年間発電量（MWh/年） 

測定方法例 計量器（電力量計等）を用いて測定する。 

測定頻度 原則月１回以上 

MRG 該当項 － 

 

電力の CO2排出係数 

パラメータ CEF電,y：当該電力の CO2排出係数（tCO2/MWh） 

測定方法例 「オフセット・クレジット（J-VER）制度における温室効果ガス算定用

デフォルト値一覧」を参照すること。 

測定頻度 検証時において最新のものを使用する。詳細については「オフセット・

クレジット（J-VER）制度における温室効果ガス算定用デフォルト値一

覧」を参照すること。 

MRG 該当項 2.2「電力の使用」 

 

  ＜その他＞ 

その他係数 

パラメータ T 回,入,y：排熱回収装置に流入する被加熱流体の平均温度（℃） 

T 回,出,y：排熱回収装置から流出する被加熱流体の平均温度（℃） 

T 温,入,y：既設の熱利用設備に流入する被加熱流体の平均温度（℃） 

T 温,出,y：既設の熱利用設備から流出する被加熱流体の平均温度（℃） 

V 回,y：排熱回収装置で加熱される被加熱流体の流量（㎥-被加熱流体） 

V 温,y：既設の熱利用設備で加熱される被加熱流体の流量（㎥-被加熱流

体） 

測定方法例 ・各装置に流入またそこから流出する流体温度を、温度計を用いて測定

する。また装置の流量は、ポンプ等に付属している計量器を用いて流

入量（または流出量）を測定する。 

・熱量自動測定器等（熱量の直接計測）を利用しても良い 

※流入量・流出量が同一である場合、流量測定は一箇所でよい。 

※排熱回収装置からすぐに熱利用設備に流体が入る場合、排熱回収装置

の流出時温度と、既設の熱利用設備の流入時温度は同一でよい。 

測定頻度 ・連続計測（１時間毎、またはそれ以上の頻度） 

・但し、流入温度・流出温度については、排熱回収による排出削減量が

500t未満である場合には、１日２回以上（数時間の間隔を置くこと）

温度計測を行い、最も保守的な温度を当該日の代表値として利用して

も良い。 

MRG 該当項 － 

 

パラメータ EF ボ：メーカー仕様として記載される熱源設備の熱交換効率 

（kJ-被加熱流体/kJ-化） 

※排熱が複数目的で使用される場合（排熱回収のみの利用ではない場
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合） 

測定方法例 ・使用化石燃料量及び発生熱量を実測し、熱交換効率を計算する。 

・実測が困難な場合、メーカーの作成するカタログ値に記載される熱転

換効率を利用する。 

なお、高位又は低位への換算が必要な場合には、以下の換算方法を用い

ること。 

 石炭、石油  ： 低位発熱量ベースの効率 ＝ 高位発熱量ベース

の効率 ÷ ０．９５ 

 天然ガス   ： 低位発熱量ベースの効率 ＝ 高位発熱量ベース

の効率 ÷ ０．９０ 

測定頻度 年 1 回以上 

MRG 該当項 － 

 

設備容量がプロジェクト実施前後で変わる場合にモニタリングが必要な項目 

パラメータ HG PJ,y：プロジェクトで使用する熱源設備で生成された熱量（GJ/年） 

測定方法例 生成された熱量の直接計測、またはプロジェクト実施後の「化石燃料

消費量×単位発熱量×エネルギー消費効率」あるいは「電力消費量×

単位変換係数」による算定によって求める。 

測定頻度 原則月 1 回以上 

MRG 該当項 － 

 

設備容量の補正係数 

パラメータ ※プロジェクトで導入する熱源設備の定格出力（カタログ値等）が、既

存の熱源設備の定格出力を超える場合にのみモニタリングする項目 

CAPBL ：プロジェクトがなければ使用されていた熱源設備の設備容量カ

タログ値（MW または t/h） 

CAPPJ ：プロジェクトで導入された熱源設備容量カタログ値（MW また

は t/h） 

※熱源設備が複数の場合は、それらの合計値となる。 

測定方法例 仕様書等に記載されたカタログ値を使用 

測定頻度 １回以上 

MRG 該当項 － 

 

パラメータ ※プロジェクト実施後の熱源設備によって供給される熱の純量（HG PJ,y）

が、「既存熱源設備容量の最大熱供給量（CAPBL × hPJ × 単位変換係数）」

以下であることが立証する場合にのみモニタリングする項目 

hPJ,y ：プロジェクトでの熱源設備稼働時間（時間/年） 

 

測定方法例 設備付帯の稼動記録、作業日報等による 

測定頻度 熱源設備稼動時 

MRG 該当項 － 
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既設の排熱回収システム等（影響を受けるシステム）におけるエネルギーの追加消費 

パラメータ ※プロジェクトによって新たに導入される排熱回収装置が、プロジェク

ト実施前から使用している既設の排熱回収システム等に影響を与え

るなど、別の箇所で排出増をもたらす可能性がある場合にのみモニタ

リングする項目 

AHC 回,y 既設の排熱回収システム等（影響を受けるシステム）で利用で

きなくなった年間熱量 

（GJ-利用熱量/年） 

ACH 電   既設の熱源設備における、既設の排熱回収システム等（影響を

受けるシステム）で利用できなくなった熱量あたりで消費され

る電力量（MWh / GJ-利用熱量） 

ACH 化   既設の熱源設備における、既設の排熱回収システム等（影響を

受けるシステム）で利用できなくなった熱量あたりで消費され

る化石燃料量（kǎ-化/ GJ-利用熱量 又は t-化/ GJ-利用熱量） 

測定方法例 ・各装置に流入またそこから流出する流体温度を、温度計を用いて測定

する。また装置の流量は、ポンプ等に付属している計量器を用いて流

入量（または流出量）を測定する。 

・熱量自動測定器等（熱量の直接計測）を利用しても良い 

測定頻度 ・連続計測（１時間毎、またはそれ以上の頻度） 

MRG 該当項 － 

 

 

モニタリングパターンＣについてはモニタリング方法ガイドライン（排出削減プロジェ

クト用）（P.Ⅱ- 4）を参照。 

なお、モニタリング方法ガイドラインに記載されていない独自手法またはデータを用い

てモニタリングする場合は、その方法を採用する合理的根拠やデータの出典をモニタリン

グプランに提示しなければならない。 

 

 

（参考 CDM 方法論） 

ACM0012 ñConsolidated baseline methodology for GHG emission reductions for waste gas or waste 

heat or waste pressure based energy systemò 

 

AMS-III.Q Waste Energy Recovery (gas/heat/pressure) Projects --- Version 2 
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